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改正大気汚染防止法による
揮発性有機化合物（ＶＯＣ）
排出抑制について

大気汚染防止法改正に伴う揮発性有機化合物

（ＶＯＣ）排出規制に関する説明会

平成１８年１月２４日・２５日

神奈川県環境農政部大気水質課
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説明項目

１ 概要

２ 法規制

３ ＶＯＣ処理装置の概要

４ ＶＯＣ測定方法

５ 自主的取組

６ 国や国民の取組
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１ 概要
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ＶＯＣ（揮発性有機化合物)とは

Ｖ ＝Ｖｏｌａｔｉｌｅ 揮発性

Ｏ ＝Ｏｒｇａｎｉｃ 有機性

Ｃ ＝Ｃｏｍｐｏｕｎｄ 化合物

塗料、接着剤、洗浄剤などに含まれる有機溶剤
が主たるもので、トリクロロエチレン、テトラクロロ
エチレン、ホルムアルデヒド、トルエン、ベンゼン、
キシレンなど様々な物質がある。

ＳＰＭやＯｘの原因の一つである。

揮発性を有し、大気中で気体状となる有機化合
物の総称
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ＳＰＭ・光化学オキシダントとは

ＳＰＭ（浮遊粒子状物質）

粒径10ミクロンメートル以下の微小粒子
一定レベル以上の吸入により呼吸器に影響

光化学オキシダント

オゾン等の酸化性物質

粘膜への刺激、呼吸影響、植物影響など
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ＶＯＣの排出量内訳（２０００年度）
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ＶＯＣ排出量の推移
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出典：国連気候変動枠組条約（UNFCCC）のインベントリ
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ＶＯＣの排出抑制の目標

ＶＯＣの排出量を３割程度削減した場合

ＳＰＭの環境 基準の達成率が約９３％ に改
善（ＮＯｘ・ＰＭ法対策地域）

Ｏｘ注意報発令レベルを超えない測定局数の割
合が約９割までに上昇
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２ 法規制

10

大気汚染防止法改正の経緯
平成１６年２月３日

中央環境審議会から環境大臣に意見具申

３月１０日 法案を第１５９回国会に提出

５月１９日 政府原案どおり成立

５月２６日 大気汚染防止法改正法公布

平成１７年５月２７日

施行令改正

６月１０日 施行規則改正・測定法告示制定

平成１８年４月１日

全面施行
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ＶＯＣ（揮発性有機化合物）の定義

大気中に排出され、又は飛散した時に気
体である有機化合物（浮遊粒子状物質及び
オキシダントの生成の原因とならない物質と
して政令で定める物質を除く。）

12

ＶＯＣ削減対策の枠組み
ー法規制と自主的取組

法による直接規制 自主的取組

ベストミックス
自主的取組を促進・評価しつつ、
大気環境への影響の大きな施設は
シビルミニマムの観点から法規制
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規制対象の６施設類型

① 塗装施設及び塗装後の乾燥・焼付施設

② 接着剤使用施設及び使用後の乾燥・焼
付施設

③ 印刷施設及び印刷後の乾燥・焼付施設

④ 化学製品製造における乾燥施設

⑤ 工業用洗浄施設及び洗浄後の乾燥施設

⑥ ＶＯＣの貯蔵施設
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規制の内容

・ 県（大気汚染防止法政令市）への届出

・ 計画変更命令

・ 排出口濃度規制

・ 排出基準の遵守義務

・ 改善命令等

・ 濃度の測定義務
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事業者の責務

事業者は、事業活動に伴うＶＯＣの大気中
への排出・又は飛散を抑制するために環境
ラベルやグリーン購入に低ＶＯＣ塗料を位置
づけるといった情報提供や普及啓発など、
必要な措置を講ずるようにしなければならな
い。
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ＶＯＣ排出施設の規模要件

法規制を中心にＶＯＣの排出抑制を図って
いる欧米等の対象施設に比して相当程度
大規模な施設が対象となるよう設定する。

相当程度多い量としては、50トン／年程度
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排出濃度基準

施設ごとの排出濃度実測データを踏まえ、
現時点で適用可能な技術を広く採用する
方向で、各施設ごとに排出基準を設定す
る。

対策技術には、処理装置の設置に加えて、
原材料の転換等も含まれていることに留
意する。

18

塗装関係施設
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規制対象の塗装関係施設
吹付塗装施設

（排風機の排風能力が100,000m3/時以上のもの）
→排出基準値：700ppmC
（新設の自動車製造用吹付塗装施設は400ppmC）

塗装の用に供する乾燥施設

（吹付塗装及び電着塗装に係るものを除く）

（送風機の送風能力（送風機がない場合は排風機の排風
能力。以下同じ。）が10,000m3/時以上のもの）
→排出基準値：600ppmC
（木材・木製品（家具を含む）製造用は1,000ppmC）

20

21

接着関係施設

22

規制対象の接着関係施設

印刷回路用銅張積層板、合成樹脂ラミネート容器
包装、粘着テープ・シート、又ははく離紙の製造に
おける接着の用に供する乾燥施設

（送風機の送風能力が5,000m3/時以上のもの）
→排出基準値：1,400ppmC

接着の用に供する乾燥施設

（木材・木製品の製造用施設を除く）

（排風機の排風能力が15,000m3/時以上のもの）
→排出基準値：1,400ppmC

23 24

印刷関係施設
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規制対象の印刷関係施設

グラビア印刷の用に供する乾燥施設

（送風機の送風能力が27,000m3/時以上のもの）

→排出基準値：700ppmC

オフセット輪転印刷の用に供する乾燥施設

（送風機の送風能力が7,000m3/時以上のもの）

→排出基準値：400ppmC

26

27

化学製品製造関係施設

28

規制対象の化学製品製造関係施設

化学製品製造の用に供する乾燥施設

（送風機の送風能力が3,000m3/時以上のもの）

→排出基準値：600ppmC

29

工場洗浄関係施設

30

規制対象の工業製品洗浄関係施設

工業製品の洗浄施設

（洗浄の用に供する乾燥施設を含む）

（洗浄剤が空気に接する面（液面等）の面積が５
m2以上のもの）

→排出基準値：400ppmC
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ＶＯＣ貯蔵関係施設

32

規制対象のＶＯＣ貯蔵関係施設

ガソリン、原油、ナフサその他の温度37.8度にお
いて蒸気圧20キロパスカルを超えるVOCの貯蔵
タンク（密閉式及び浮屋根式のものを除く）

（容量が1,000kl以上のもの※）
※既設の貯蔵タンクは、容量が2,000kl以上の
ものに排出基準を適用

→排出基準値：60,000ppmC

33

排出基準の適用猶予と測定頻度

１．経過措置
○ 規制に対応するに当たっては、ＶＯＣ排出抑制対策技術の検討や、
対策の導入計画の作成等に十分な時間をかけ、費用対効果のより
高い対策を講じることが重要。

また、処理装置の設置場所の確保や、対策工事実施期間中に休
止する施設の代替施設の確保など、対策の実施に至るまで相当期
間かかるものも多い。

○ したがって、既設の施設に係る排出基準の適用については、ＶＯＣ
の排出抑制の目標が平成２２年とされていることからに留意しつつ
最大の猶予期間、すなわち、平成２１年度末まで猶予

２．測定の頻度
○ 現行のばい煙に係る取扱いを踏まえ、少なくとも年に２回以上

34

排出基準の適用に当たっての様々な配慮

一つの施設に複数の排出口がある場合には、排出口によって排出ガスのＶ
ＯＣ濃度が大きく異なることがあるので、各排出口からの排出ガスの濃度を
排出ガス量で加重平均した値をもって排出基準値への適合を判断すること
ができることとする。

排出ガス処理装置におけるスタート時、切り換え時などの、やむを得ない特
異的な高濃度排出については、測定範囲から除外する。

排出ガスをフレアスタックで燃焼処理する場合には、処理後の排出ガスの
測定が不可能であり、かつ、ＶＯＣの排出がほとんどないので、実際に測定
しなくても排出基準を満たすものとみなす。

貯蔵タンク（排出ガス処理装置を設置しているものを除く。）にあっては、災
害防止のため、計算により求めた排出ガス濃度をもって測定に代えられる。

35

３ ＶＯＣ処理装置の概要

36
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４ ＶＯＣ測定方法
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測定方法
測定方法

○ 排出ガスの採取方法としては、防爆の観点から、排出ガス
を捕集バッグで採取し、別の場所で分析

○ 排出ガス中のＶＯＣの濃度の測定方法としては、ほぼ全て

の有機化合物に感度を有し、かつ、炭素数に比例した感度

が得られる、「触媒酸化－非分散形赤外線分析計（ＮＤＩＲ）」

又は「水素炎イオン化形分析計（ＦＩＤ）」を使用

44

捕集バッグ材質・試料採取時間等

捕集バッグの材質
・ふっ素樹脂フィルム製

・ポリエステル樹脂フィルム製

試料採取時間 ２０分

分析までの時間 原則８時間以内

（８時間以内の分析が困難な場合であっても２４時間以

内）

45

分析計ーＦＩＤ分析計

ＪＩＳ Ｄ １０３０（自動車排出ガス中の一酸化炭
素、二酸化炭素、全炭化水素及び窒素酸化物の
測定方法）において、ＦＩＤを用いた全炭化水素の
測定方法を規定しているので、それを活用する。

含酸素化合物など一部の物質に感度の低いも
のがあるため、要求する感度を設定する。

46

水素炎イオン化検出器
（Flame Ｉonizaion Detector)

47

分析計ーＮＤＩＲ分析計

ＪＩＳ Ｋ ０１５１に規定する赤外線分析計に、試
料前処理部として酸化触媒を充填した燃焼炉等
を備え付けた分析計

全てのＶＯＣに対して適正な総体感度を持ってい
る。市販機がないことから、要求性能を新たに設
定する。

試料ガスの二酸化炭素濃度が高くなると測定制
度が低下することから、燃焼過程を経たガスを含
まない排出ガスの測定に限定する。

48

ＮＤＩＲ分析計の構成例
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測定におけるその他の留意事項

１．希釈測定

分析計の測定レンジを越える場合は、試
料を希釈して測定する。

２．湿りガス濃度

排出ガス中の水分濃度は一般に低いた
め、水分測定は行わず、湿りガスにおける
濃度をＶＯＣの濃度とする。

50

除外物質

ＳＰＭ及びオキシダントの生成の原因とならない

物質としてＶＯＣの定義から除外する物質（８物質）

メタン

ＨＣＦＣ－２２ ＨＣＦＣ－１２４

ＨＣＦＣ－１４１ｂ ＨＣＦＣ－１４２ｂ

ＨＣＦＣー２２５ｃa    ＨＣＦＣ－２２５ｃｂ
ＨＦＣー４３ー１０mee

51

除外物質の補正方法について
１．ＶＯＣ排出施設において除外物質を使用し、又は発生さ
せている場合

（測定）

排出ガス中のＶＯＣの濃度－除外物質の濃度

２．ＶＯＣ排出施設でメタンを使用し、又は発生させていない
場合

ＶＯＣの濃度－２ppmC

３．ＮＤＩＲ又はＦＩＤで測定したＶＯＣ濃度が排出基準値以下
の場合、除外物質の測定の必要はない。

52

５ 自主的取組

53

ベストミックスの具体像

規制による対応

固定発生源からのＶＯＣ総排出量を平成１２年度から平
成２２年度までに３割程度削減するという目標において、
規制によって削減するのは１割程度

自主的取組による対応

→・規制対象外の施設（裾切り未満、類型外）からの排出

・排出口以外の開口部

・屋外塗装作業等からのＶＯＣの飛散など

＜多様な物質、多様な排出源での創意工夫に満ちた柔軟な取組＞

54

自主的取組によるＶＯＣ削減
創意工夫、柔軟な対応、費用対効果が高い対策

取組主体：事業所、企業、業界団体等 最もふさわしい主
体ごと

取組内容の例：原材料又は製品の低ＶＯＣ化、工程の改
善・改良等ＶＯＣ処理装置の導入など

それぞれの事情に応じた取組み
柔軟な方式であっても排出抑制は進展

自主的取組の進捗状況を勘案しての

法規制による担保
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情報の公開・検証の仕組み

事業者の自主的取組の信頼性・公平性の確保

→環境報告書やインターネット等による外部への伝達

取組内容の妥当性や情報の正確性の向上

→検証の仕組みの内在化

→内部検証だけでなく、外部の第三者（行政、審議会等）
による客観的な状況の把握・評価

56

６ 国や国民の取組

57

ＶＯＣに係る税制優遇・政策融資
１．税制優遇制度

（対象：規制対象施設におけるＶＯＣ排出抑制設備）

○所得税・法人税 初年度の特別償却・・・・１４％

○固定資産税 課税標準・・・・・・・・・・・・１／６＊

○事業所税 資産割の課税標準・・・・１／４
＊既存の処理装置に代えて設置するもので効果が著しく高いものについては、

固定資産税の課税標準は１／２

２．政策金融機関の特別融資

（対象：ＶＯＣ排出抑制設備）

○日本政策投資銀行、中小企業金融公庫、

国民生活金融公庫、沖縄振興開発金融公庫

58

国民の努力
○日常生活に伴うＶＯＣの排出又は飛散の抑制
・家庭等で塗料を使う際は、低ＶＯＣ塗料を使用
・塗料を無駄に使いすぎない。

○製品の購入に当たってはＶＯＣ対応製品を選択

国民もＶＯＣの排出抑制を促進するように努めることが
求められています。

59

＜参考＞今後の予定（国）
平成１７年度

４月２６日 ＶＯＣ排出抑制に係る事業者の自主的取組の

促進方策について、中央環境審議会ＶＯＣ排
出抑制委員会にて審議開始

～年度末 自主的取組の促進方策について取りまとめ

平成１８年度

４月１日 改正大気汚染防止法に基づくＶＯＣ排出規制
の開始

平成２２年度

４月１日 既設のＶＯＣ排出施設に対する排出基準適用

開始

60

参考資料
ＶＯＣ関係ホームページ

○環境省ＨＰ（揮発性有機化合物（ＶＯＣ）対策）

http://www.env.go.jp/air/osen/voc/voc.html
＊法改正施行通知掲載

○（社）全国環境保全推進連合会 （全環連）

（ＶＯＣ（揮発性有機化合物）排出抑制制度）

http://www.napec.or.jp/voc/index.html

○かながわの環境

http://eco.pref.kanagawa.jp/index.html


